
社会・経済のグローバリゼーションの進展に伴って，犯罪活動も容易に国境を越えること

が可能になり，犯罪のグローバリゼーションともいうべき問題を生じさせている。なかでも

国際組織犯罪（注１）の深刻化が進んでいる。

さらに，近年における我が国の厳しい経済情勢にもかかわらず，我が国と近隣諸国との賃

金格差を背景として多数の不法就労を目的とした外国人が我が国に流入し，定着化する問題

が生じている。これらの者の中には，不法就労よりも効率的に利益を得る手段として犯罪に

手を染め，地縁，血縁等によって我が国国内で犯罪グループを形成し，あるいは我が国の暴

力団や外国に本拠を置く国際犯罪組織（注２）と連携をとるものがある。

このような国際犯罪（注３）対策の問題は，平成１２年７月に開催された九州・沖縄サミッ

トにおいて首脳会合の議題として取り上げられるなど，国際協議の場でも国際犯罪対策が重

要なテーマとなっており，警察では，取締りはもとより，より根本的な解決を目指した総合

的な対策に取り組んでいる。

（注１） 国際組織犯罪とは，各国間の協議の場等において，国・地域や手段を問わず国境を越えて組織的に行われる犯

罪全般を指すことが多い。

（注２） 国際犯罪組織とは，本白書では，国際犯罪を行う多数人の集合体のことをいい，外国に本拠を置く犯罪組織や

不法滞在外国人によって構成された外国人犯罪グループ等がこれに当たる。

（注３） 国際犯罪とは，外国人による犯罪，国民の外国における犯罪その他外国に係る犯罪をいう。

１ 警察事象の国際化の概況と対策

（１） 来日外国人による犯罪

平成２年に約３５０万人であった外国人入国者数は，１２年には約１．５倍の約５２７万人となって

おり，来日外国人（注）による犯罪の検挙状況は，検挙件数，検挙人員とも１１年を下回った

ものの，２年と比べ件数で約４．９倍，人員で約２．７倍となっている（図８－１）。

（注） 来日外国人とは，我が国にいる外国人から定着居住者（永住者等），在日米軍関係者及び在留資格不明の者を除

いた者をいう。

ア 来日外国人による刑法犯

１２年中の来日外国人による刑法犯の検挙件数は２万２，９４７件（前年比２，１８８件（８．７％）減），

検挙人員は６，３２９人（３６６人（６．１％）増）である。

また，来日外国人による刑法犯の包括罪種別検挙状況は，表８－１のとおりである。
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表８－１ 来日外国人刑法犯の包括罪種別検挙状況（平成３～１２年）

年次
区分 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

総 数
件数（件） ６，９９０ ７，４５７ １２，７７１ １３，３２１ １７，２１３ １９，５１３ ２１，６７０ ２１，６８９ ２５，１３５ ２２，９４７

人員（人） ４，８１３ ５，９６１ ７，２７６ ６，９８９ ６，５２７ ６，０２６ ５，４３５ ５，３８２ ５，９６３ ６，３２９

凶悪犯
件 数 １２６ １６１ ２１８ ２２１ １７６ １６２ １８７ ２２８ ２６７ ２４２

人 員 １２６ １８５ ２４６ ２３０ ２０１ ２１２ ２１３ ２５１ ３４７ ３１８

粗暴犯
件 数 １２８ １９６ ２４４ ２２０ ２４７ ２７２ ２６５ ２７２ ２８２ ４９４

人 員 １７４ ２１３ ２７７ ２４６ ２５５ ２７９ ３１３ ３０５ ３３８ ５６８

窃盗犯
件 数 ４，５０６ ４，２７７ ９，１３４ １０，１２０ １４，１４５ １５，９５２ １９，１２８ １９，０７８ ２２，４０４ １９，９５２

人 員 ２，４９３ ２，９４４ ３，９９５ ３，９３７ ３，９００ ３，３９９ ３，１５５ ３，０９８ ３，４０４ ３，８０３

知能犯
件 数 ３７７ ７２３ ７７７ ３９４ ７７０ １，５１３ ６８０ ７４０ ５２３ ８１９

人 員 ９４ ４４３ ２６０ ２１８ ３０２ ４９７ ３０５ ３１９ ２６４ ２７７

その他
件 数 １，８５３ ２，１００ ２，３９８ ２，３６６ １，８７５ １，６１４ １，４１０ １，３７１ １，６５９ １，４４０

人 員 １，９２６ ２，１７６ ２，４９８ ２，３５８ １，８６９ １，６３９ １，４４９ １，４０９ １，６１０ １，３６３

図８－１ 外国人入国者数及び来日外国人検挙状況（平成３～１２年）
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（ア） 凶悪犯

凶悪犯の検挙件数は２４２件（前年比２５件（９．４％）減），検挙人員は３１８人（前年比２９人（８．４％）
かん

減）とそれぞれ減少しているが，殺人及び強姦は増加している。また，強盗は過去最高であ

った１１年と比べ若干減少しているものの，検挙件数は１６４件，検挙人員は２３６人で，依然とし

て高水準で推移している。

その態様をみると，ピッキング用具を使用した侵入盗の犯人による居直り強盗事件，通報

で駆けつけた警察官に対するけん銃発砲事件，緊縛強盗事件等の凶悪な犯罪が目立ってい

る。

［事例］１２年６月，中国人３名は，共謀の上，東京都北区の会社事務所の金庫から現金を

窃取したが，付近住民の通報により駆け

つけた警察官に発見されて逃走した。そ

のうち１人が，追跡した警察官にけん銃

を発砲した。同月，２人を窃盗等で検挙

するとともに，９月，警察官に対して発

砲した男（４１）を強盗殺人未遂等で検挙

した。同人らは，警察官に発見された場

合には，逮捕を免れるためにけん銃を使

用することをあらかじめ計画し，犯行の

際，けん銃を所持していた（警視庁）。

（イ） 窃盗犯

窃盗犯の検挙件数は１万９，９５２件（前年比

２，４５２件（１０．９％）減），検挙人員は３，８０３人

（３９９人（１１．７％）増）で，広域にわたって

組織的に敢行されるピッキング用具を使用し

た侵入盗が急増している。来日外国人による

侵入盗の検挙件数の約８割が中国人によるも

のであり，暴力団員の関与も認められる。ま

た，密輸出を目的とした組織的な自動車盗も

目立っている。

［事例］ 中国人の男（３０）らは，９年２月

から１１年２月までの間，東京都内にある

高級ブランド時計店等を対象に，ピッキ

ング用具を使用して店内に侵入し，ガラ

表８－２ 来日外国人刑法犯の国籍・
地域別検挙状況（平成８～１２年）

年次

国，地域
８ ９ １０ １１ １２

総 数（人） ６，０２６ ５，４３５ ５，３８２ ５，９６３ ６，３２９

ア

ジ

ア

小 計 ４，７６３ ４，２４１ ４，０４３ ４，５１４ ４，８０４

イ ラ ン
韓国・北朝鮮
タ イ
中 国
パキスタン
バングラデシュ
フィリピン
ベ ト ナ ム
マレーシア
そ の 他

１５０
７３２
１４５
２，５０４
４６
３１
３２６
２７４
１３５
４２０

１０３
５２２
１１９
２，３２０
３４
３２
３１５
３２９
１１５
３５２

７２
５４８
８４

２，２８１
３２
１７
２６９
３４０
８１
３１９

６６
５９３
９０

２，７２１
４０
１６
２３７
３４７
６０
３４４

６４
６０３
８５

３，０３８
５６
２４
２４１
３７７
４０
２７６

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

小 計 ２５７ ２４７ ２３６ ２３８ ２７０

英 国
フ ラ ン ス
ロ シ ア
そ の 他

３４
１７
１２１
８５

６３
２０
１１２
５２

３８
１５
１２９
５４

２７
１１
１３６
６４

３３
１８
１５０
６９

北

米

小 計 １５６ １３０ １１５ １０９ １２７

米 国
カ ナ ダ

１３１
２５

１０７
２３

８９
２６

７９
３０

１０２
２５

中

南

米

小 計 ７５０ ７２９ ９０３ １，０２０ １，０２９

ブ ラ ジ ル
ペ ル ー
そ の 他

３０４
３１０
１３６

３４７
２６４
１１８

５３６
２５５
１１２

６５８
２６３
９９

６８２
２６１
８６

ア
フ
リ
カ

小 計 ４３ ４６ ４６ ４０ ５６

ナイジェリア
そ の 他

１５
２８

２０
２６

２５
２１

９
３１

２０
３６

オセアニア州 ５７ ４１ ３９ ４１ ４３

無国籍・国籍不明 ０ １ ０ １ ０
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（件）�

スショーケース等をバール等で破壊して中の商品を窃取する手口の犯行を連続して敢行

していた。１２年１０月までに３８件（被害総額約７億４，８００万円相当）の犯行を確認し，４人

を窃盗罪で検挙した（警視庁）。

（ウ） 知能犯

知能犯の検挙件数は８１９件（前年比２９６件（５６．６％）増），検挙人員は２７７人（１３人（４．９％）

増）である。偽造クレジットカードを使用した詐欺事件や身分を証明するための旅券，外国

人登録証明書等の公文書を偽造・行使した事件が目立っており，なかでも，クレジットカー

ドの磁気データをカード名義人に気付かれないように取得（スキミング）し，そのデータを

カード原板に入力して偽造カードを作成し，それを用いて商品をだまし取る形態のクレジッ

トカード犯罪が多発している。

イ 来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況

１２年中の来日外国人の刑法犯の国籍・地域別検挙状況は，表８－２のとおりである。アジ

ア地域が検挙件数で１万８，２０１件（全体の７９．３％），検挙人員で４，８０４人（全体の７５．９％）と

依然として高い割合を占めており，とりわけ，中国が検挙件数で全体の６１．８％，検挙人員で

全体の４８．０％を占めている。

ウ 大都市圏以外の地域への拡散

検挙からみた来日外国人刑法犯の都道府県別発生状況は，図８－２のとおりで，元年では

東京を除き来日外国人犯罪は目立たなかったものの，６年には神奈川，愛知等の大都市圏に

おいても多発する一方，地方へも拡散している状況がみられるようになった。１２年には更に

地方への拡散が進み，来日外国人犯罪が全国的な問題となっている。

図８－２ 検挙からみた来日外国人刑法犯の都道府県別発生件数の推移（平成元，６，１２年）
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エ 来日外国人による特別法犯

１２年中の来日外国人による特別法犯の検挙件数は８，０２４件，検挙人員は６，３８２人であり，前

年に比べ，それぞれ１，２３９件（１３．４％），１，０９１人（１４．６％）減少している（図８－３）。

オ 来日外国人による薬物事犯

１２年中の来日外国人による薬物事犯の検挙件数は１，０５１件（前年比１２件（１．２％）増），検

挙人員は７２０人（前年比３４人（４．５％）減）であり，国籍別にみると，依然としてイラン人の

占める割合が高い（第２章第２節２（１）エ参照）。

（２） 我が国における国際犯罪組織の活動状況

近年，外国に本拠を置く国際犯罪組織が我が国に進出し，また，国内に居住する不法滞在

者（注）等が犯罪組織を形成する傾向が著しい。

平成１２年中の検挙件数に占める共犯ありの割合をみると，刑法犯全体では共犯ありの割合

が１８．１％であるのに対し，来日外国人による刑法犯では４９．５％であり，日本人の場合に比べ

て格段に高くなっている（第３章１（２）イ参照）。

（注） 不法滞在者とは，出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）第３条違反の不法入国者，入国審査官

から上陸の許可等を受けないで本邦に上陸した不法上陸者及び適法に入国した後，在留期間を経過して残留してい

るなどの不法残留者をいう。

ア 外国に本拠を置く国際犯罪組織

国際的な密航請負組織である「蛇頭」は，中国での密航者の勧誘，引率，搬送，船舶や偽

造旅券の調達，日本での密航者の受入れ，隠匿等を行っている。我が国に不法滞在している

図８－３ 来日外国人特別法犯の検挙状況（平成３～１２年）
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中国人を集めて，受入れ組織を構築するなど，広域的に活動し，集団密航に深く関与してい

る。また，一部には「蛇頭」と暴力団員が連携して集団密航を助長する事案もみられ，１０年

は９件，１１年は４件，１２年は１件の暴力団構成員等が関与した集団密航事件を検挙している。

また，蛇頭のほかにも，ロシア人グループによる盗難自動車密輸出事件，韓国人すりグル

ープによるすり等がみられる。

［事例１］１２年９月，福岡県北九州市門司区の港湾関係者からコンテナの陸揚げ作業に取

りかかったところ不審な男たちが逃走したとの通報を受けて，付近を捜索した結果，中

国船籍貨物船のコンテナから逃走した中国人男性９人を発見し，入管法違反（不法入国

等）で検挙した。１２月までに，密航者を出迎えるためレンタカーを借りていた男２人及

び受入れの指示を行った暴力団員１人を同法違反（集団密航助長）で検挙した（福岡）。

［事例２］ ロシア人船長（４１）らは，１１年ころから，ロシア国内で需要の高い日本製高級

ＲＶ車を安値で入手するため，我が国の暴力団と結託し，暴力団員らが窃取した盗難車

を買い付け，自国へ密輸出していた。１２年６月までに，ロシア人４人を含む暴力団幹部

ら３９人を窃盗罪，盗品等有償譲受け罪等で検挙した（神奈川，富山）。

［事例３］１２年１０月，韓国人の男３人は，神奈川県内を走行中のＪＲ東海道線の下り列車

内において，乗客のショルダーバッグ内に手を差し入れたところを捜査員に現認され，

取り押さえられそうになるや，催涙スプレーを噴霧し，柳刃包丁で捜査員を威嚇しなが

ら逃走を図った。１人を強盗致傷で検挙したが，被疑者らが噴霧した催涙スプレーによ

り乗客及び捜査員ら１４人が傷害を負った（神奈川）。

イ 国内に居住する外国人犯罪者のグループによる犯罪

我が国において不法滞在者等が，より効率的な利益の獲得等を目的として，国籍，出身地

等の別によりグループ化し，悪質かつ組織的な犯罪を引き起こしている。

［事例１］ 中国人男女３人は，１１年１２月，パソコン等を使用して複数の大学の卒業証書等

を偽造し，中国人不法滞在者らに販売していた。１２年１月，有印私文書偽造罪で検挙し

た（神奈川）。

［事例２］ 日系ブラジル人の少年（１８）ら少年４人は，１２年８月，コンビニエンスストア

に押し入り，金属バット等を突き付けるなどして店員の反抗を抑圧し，レジから現金を

奪った。１０月，少年らを強盗で検挙した。その後の捜査により，８月から９月の間に群

馬県下及び埼玉県下において連続発生したコンビニエンスストアを対象にした同種強盗

事件７件が同少年らのグループによる犯行であったことが判明した（群馬，埼玉）。

［事例３］ 韓国人４人は，不法滞在の韓国人らからの依頼を受け，約２年８か月の間に，

約１３０回にわたり合計約２，４００万円を受領して韓国へ不正送金していた。１２年１１月，銀行

法違反（無免許営業）で検挙した（警視庁，広島，兵庫，新潟）。
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［事例４］ 名古屋市内の久屋大通公園周辺等においてイラン人密売組織が覚せい剤，大

麻，コカイン等の様々な種類の薬物を密売しており，１０年１月以降，イラン人密売人３４

人を含む７３人を覚せい剤取締法違反（営利目的譲渡等）で検挙するとともに，大量の薬

物を押収した（愛知）。

（３） 不法入国・不法滞在者問題

近年の我が国の厳しい経済情勢にもかかわらず，依然として就労を目的として来日する外

国人は後を絶たず，これらの中には，短期滞在等の在留資格で入国したにもかかわらず就労

をし，また，在留期間の経過後に不法残留をしながら就労するなどの不法就労者（注）もい

る。

不法就労者の大半は不法滞在者であるとみられ，これらの不法滞在者のうち，法務省の推

計による不法残留者数は，ピーク時の平成５年には３０万人近くに達し，その後徐々に減少す

る傾向にあるものの，１３年１月１日現在で２３万２，１２１人と依然として大量の不法残留者が存

在している。

もともと就労目的で来日した不法滞在者の中には，不法就労よりも効率的に利益を得る手

段として犯罪に手を染める者も多く，大量の不法滞在者の存在は来日外国人による犯罪の温

床となっている。

１２年中の来日外国人の検挙人員１万２，７１１人のうち，不法滞在者は６，８２８人で５３．７％と過半

数を占めている。

（注） 不法就労者とは，就労している不法滞在者及び無許可で資格外活動を行っている者をいう。

ア 国籍・地域別不法残留者，不法入国者及び不法上陸者の状況

法務省の推計による不法残留者数を国籍・地域別にみると表８－３のとおりであり，韓国

が５万６，０２３人（構成比２４．１％）と最も多く，次いでフィリピンの３万１，６６６人（１３．６％），

中国の３万９７５人（１３．３％），タイの１万９，５００人（８．４％）である。

また，１２年中，警察が検挙した不法入国者及び不法上陸者の数は２，０８０人であり，これを

国籍・地域別にみると，中国が１，５０９人と最も多く，次いでイランの１１４人，タイの８０人とな

っている。

イ 集団密航事件

１２年中の警察及び海上保安庁による集団密航事件の検挙件数は２１件（前年比２３件（５２．３％）

減），検挙人員は１０３人（前年比６６７人（８６．６％）減）である。このうち，前年には全検挙人

員の９割強を占めていた中国人による集団密航事件の検挙件数は１４件（前年比１８件（５６．３％）

減）検挙人員は８０人（前年比６２１人（８８．６％）減）と大幅に減少した（表８－４）。

この原因としては，警察，法務省入国管理局，海上保安庁等関係機関における水際対策を

強化したこと，我が国から累次密航防止の申入れを行ってきた結果，中国側が福建省沿岸部
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における密航取締りを強化したため，船舶を利用した大規模な密航が減少したこと，我が国

の雇用情勢が依然として厳しいと認識されていることなどが考えられる。

その一方で，偽造旅券や不正取得した査証を使用する密航事案が発生するなど，密航の手

口は多様化，巧妙化している。

このような状況に対応するため，警察では，１２年１２月の日中治安当局間協議第２回会合等

を通じて密航問題等における日中警察の連携を強化しており，中国捜査機関を中心とする外

注：１ 警察庁では，従来統計上５人以上で船を仕立てて密航してきた場合及び１０人以上
で貨物船等に潜伏して密航してきた場合を「集団密航事件」として計上していたが，
９年の改正入管法の施行以降は，２人以上の密航者による密航を集団密航事件とし
て計上している。

２ 検挙人員には，検挙したほう助者は入らない。
３ 警察及び海上保安庁による合同捜査は，警察扱い，海上保安庁扱いそれぞれの欄
に重複して件数を計上しているが，合計欄では，１合同捜査を１件として計上した。

表８－３ 国籍・地域別の不法残留者数の推移（平成９～１３年）

注： 法務省入国管理局の統計による。

表８－４ 集団密航事件検挙状況（平成８～１２年）

年次
国，地域

９
（１月１日現在）

１０ １１ １２ １３

総 数（人） ２８２，９８６ ２７６，８１０ ２７１，０４８ ２５１，６９７ ２３２，１２１

イ ラ ン １１，３０３ ９，１８６ ７，３０４ ５，８２４ ４，３３５

インドネシア ３，７５８ ４，６９２ ４，９３０ ４，９４７ ５，３１５

韓 国 ５２，３８７ ５２，１２３ ６２，５７７ ６０，６９３ ５６，０２３

タ イ ３９，５１３ ３７，０４６ ３０，０６５ ２３，５０３ １９，５００

台 湾 ９，４０９ ９，４３０ ９，４３７ ９，２４３ ８，８４９

中 国 ３８，２９６ ３７，５９０ ３４，８００ ３２，８９６ ３０，９７５

フィリピン ４２，５４７ ４２，６０８ ４０，４２０ ３６，３７９ ３１，６６６

ペ ル ー １２，９４２ １１，６０６ １０，３２０ ９，１５８ ８，５０２

マレーシア １０，３９０ １０，１４１ ９，９８９ ９，７０１ ９，６５１

ミャンマー ５，９００ ５，８２９ ５，４８７ ４，９８６ ４，４７３

そ の 他 ５６，５４１ ５６，５５９ ５５，７１９ ５４，３６７ ５２，８３２

年 次 警 察 扱 い 海上保安庁扱い 合 計

８ １８件（２７０人） １４件（４０９人） ２９件（ ６７９人）

９ ５９ （７６５ ） ３３ （５９５ ） ７３ （１，３６０ ）

１０ ３９ （６９５ ） ４０ （３２８ ） ６４ （１，０２３ ）

１１ ２７ （３８７ ） ２６ （３８３ ） ４４ （ ７７０ ）

１２ １９ （７８ ） １０ （２５ ） ２１ （ １０３ ）
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国捜査機関との積極的な情報交換により，「蛇頭」等の摘発を強力に推進していくこととし

ている。

また，１２年２月１８日に施行された入管法の改正において新設された，不法入国者等が引き

続き我が国に在留する行為を処罰する「不法在留罪」の適用により，１２年１２月末までに２９６

件，２１８人を検挙しており，悪質な不法滞在者の取締りを一層強化することとしている。

［事例］ 日本人男性（４５）は，１２年３月，中国人３人に偽造した日本企業名義の招へい保

証書を使用して商用目的の短期滞在査証を不正に取得させて，上海から航空機で我が国

に上陸させた。９月，入管法違反（営利目的で集団密航者を上陸させる罪）で検挙した（警

視庁）。

さらに，本件に関して警察庁及び中国公安部との間で情報交換を緊密に行った結果，１１

月，上海市公安局は我が国に向けて密航者を送り出していた「蛇頭」構成員１人を検挙

した。同人らは，１１年１０月以降６回にわたり，中国人約２０人を我が国に不正に入国させ

ていた。

ウ 不法滞在を助長する文書偽造事件

１２年中も合法的な入国滞在を装うための文書偽造事件が多発した。偽造旅券を使用した不

法入国事件の検挙件数は３５７件で，前年に比べ５０件減少した。国籍別では，中国（２２６件），

韓国（３２件），フィリピン（２５件），タイ（２２件）の順であった。また，日本人の配偶者とし

て在留資格を不正に取得する偽装結婚事件や外国人登録証偽造事件も検挙されている。

［事例］１０年１０月ころから日本での就労を希望する中国人に日本人の配偶者の在留資格で

入国させるため日本人との虚偽の婚姻を届出させていたブローカー２人及び偽装結婚の

当事者１７人（中国人４人，日本人１３人）を，１３年２月までに，公正証書原本不実記載・

同行使罪で検挙した（秋田，青森）。

エ 雇用関係事犯

我が国の雇用情勢が低迷する中においても，依然として外国人が不法に就労している状況

がみられる。その原因の一つとして，外国人を雇用しようとする者や就労あっせんブローカ

ーの存在が挙げられ，一部に暴力団の関与する事案もみられる。外国人労働者の雇用主の中

には，彼らを低賃金で雇用する者がみられ，また，就労あっせんブローカーは，外国人労働

者と雇用主等との間に介在して不当な利益を得るなどしている。

このため，警察では，入管法に規定するいわゆる不法就労助長罪のほか，職業安定法，労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（以下「労

働者派遣法」という。），労働基準法等の雇用関係法令を適用して，暴力団等を取り締まると

ともに，ブローカーへの突き上げ捜査，国際協力及び関係機関との連携の強化により不法就

労外国人の供給の遮断を図っている。
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外国人労働者に係る雇用関係事犯の法令別検挙状況は，表８－５のとおりである。また，１２

年中に検挙した就労あっせんブローカーは１７人（前年比２７人減）であり，その中には，外国

に居住して国際的な犯罪組織の一員として活動している日本人ブローカーもいた。

また，飲食店等で外国人女性をホステスや売春婦等として従事させた事犯の雇用関係事犯

の検挙件数に占める割合は，５５．８％となっている。

［事例］１２年８月，日本でホステス等として稼働を希望するタイ人女性に高額な債務（４００

～４５０万円）を負わせた上，偽造旅券等により不法入国等させ飲食店等にあっせんしてい

たバンコク在住の日本人ブローカー（４３）を職業安定法違反（有害業務の職業紹介）で

検挙した。同人は，タイ国に拠点を置くブローカー組織の一員として，１年半の間に約

８０人のタイ人女性を不法入国等させていた（千葉）。

雇用関係事犯として検挙した事務所，飲食店等において雇用されていた外国人の国籍・地

域別状況は，表８－６のとおりである。

オ 風俗関係事犯

短期滞在，興行等の在留資格で入国し，風俗関係事犯に関与する外国人女性は依然として

多く，これらの外国人女性は，風俗営業店における接待，店舗型性風俗特殊営業店における

接客行為，更に売春事犯等にまで関与しており，地域的にも大都市圏以外の地域にまで広が

りをみせている。

風俗営業，店舗型性風俗特殊営業等に従事する外国人女性の中には，ブローカーや経営者

等に入国費用等の名目で高額な債務を背負わされた上，旅券を取り上げられ，売春を強要さ

れるなどの性的搾取の被害に遭っている女性もみられる。

１２年中に風俗関係事犯において被疑者又は参考人として取り扱った風俗営業店等に稼働す

る外国人女性は１，１９０人である。国籍・地域別では，依然として，韓国が３９５人と最も多いほ

か，タイ，フィリピン等の東南アジア諸国の女性が多い（表８－７）。

表８－５ 外国人労働者に係る雇用関係事犯の法令別検挙状況（平成８～１２年）

年次 ８ ９ １０ １１ １２

件数，
人員 件数

（件）
人員
（人）件数 人員 件数 人員 件数 人員 件数 人員

区分

総 数 ４０４ ５０６ ５１８ ６５０ ５１１ ５６４ ５０４ ５９８ ３４２ ３７９

労 働 者 派 遣 法 ３０ ４０ ２１ １１ ８ ５ ７ ８ １ １

職 業 安 定 法 １４ １３ ７ １０ ４ ３ １２ ６ １８ １０

労 働 基 準 法 ４ １ ２ ２ ０ ０ １ １ ０ ０

入管法（不法就労助長罪） ３５６ ４５２ ４８８ ６２７ ４９９ ５５６ ４８４ ５８３ ３２３ ３６８
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［事例］１２年６月，ロシア人ブローカーらが富山空港や新潟空港から入国させたロシア人

女性を１人当たり１１４万円で買い受け，東京都内等の店舗型性風俗特殊営業店にあっせん

していた山口組傘下組織幹部（５５）ら受入れブローカー３人を入管法違反（不法就労助

長）及び職業安定法違反（有害業務の職業紹介）で検挙した（警視庁，富山）。

（４） 銃器・薬物の密輸入

注： （ ）内は，女性を内数で示す。

表８－６ 雇用関係事犯として検挙した事務所等に雇用されていた外国人の国籍・
地域別状況（平成８～１２年）

表８－７ 風俗関係事犯において被疑者又は参考人として取り扱った外国人女性の国
籍・地域別状況（平成８～１２年）

年次
国，地域 ８ ９ １０ １１ １２

総 数（人） ９３４ １，４２５ １，５２２ １，４３７ １，１９０

韓 国 １８９ ２４３ ４９７ ６１７ ３９５

コ ロ ン ビ ア １５５ ２２４ １４２ ９４ ８１

タ イ ３１６ ４５２ ３４２ ３３１ ２２１

台 湾 ９９ １３９ １２８ ６３ ９０

フ ィ リ ピ ン ８９ ２２５ ２２７ ９１ １８１

そ の 他 ８６ １４２ １８６ ２４１ ２２２

年次
国，地域 ８ ９ １０ １１ １２

総 数 （人） １，４４０（６０３） １，７８７（９８２） １，９４７（１，１４７） １，６２８（１，１４９） １，０３３（６９５）

イ ラ ン １０３（ ０） ４０（ １） ４９（ ０） ２７（ ０） ２４（ ０）

韓 国 １９８（１４８） ２５７（２１３） ５１８（ ４１３） ６６９（ ５６７） ２７７（２４１）

スリランカ １６（ ０） １１（ ０） ４１（ ０） ２５（ ０） ２１（ ０）

タ イ ２８２（１５９） ３７５（２６５） ２３９（ １６２） ２６６（ ２０６） ２０５（１６２）

台 湾 １３（１１） ４１（３４） ３３（ ３１） １６（ １５） ４（ ２）

中 国 ８９（５７） ３２０（９３） ２０９（ １２１） １８９（ １３５） １６３（１２６）

パキスタン １６（ １） ２４（ １） ３２（ ６） ７（ ０） １９（ ０）

バングラデシュ ４１（４１） ５７（ ０） １９（ ０） ７（ ０） ２４（ ０）

フィリピン ２１０（１００） ３１３（２３４） ４８６（ ３１３） ２０９（ １６５） １２２（９３）

ブ ラ ジ ル ７１（ ４） ３３（２３） ６（ ３） １（ ０） １（ ０）

ペ ル ー １４０（２６） ４０（ ８） ３２（ ７） ２４（ ２） ３４（１２）

マレーシア １２（ １） ３２（ ３） ５０（ １７） １７（ ２） ６（ ２）

そ の 他 ２４９（５５） ２４４（１０７） ２３３（ ７４） １７１（ ５７） １３３（５７）

第８章 国際化社会と警察活動

－２２６－



ア 銃器の密輸入

平成１２年中に押収されたけん銃９０３丁のうち真正けん銃は８１２丁（８９．９％）で，そのほとん

どが米国，フィリピン，中国等の外国製であり，海外から密輸入されたものであると考えら

れる。１２年中に検挙した密輸入事件で押収したけん銃の仕出国をみると，フィリピンが最も

多い。また，密輸入の手口としては，貨物船を利用した持込みが目立っている。

警察では，違法に銃器が流入することを阻止するため，関係機関，外国捜査機関等との捜

査協力を強化し，密輸入を敢行するおそれのある密輸・密売組織やガンマニア等の実態解明

及び摘発を推進している（第２章第２節１参照）。

イ 薬物の密輸入

我が国で乱用されている覚せい剤等の薬物のほとんどは，国際的な薬物犯罪組織と暴力団

の関与の下に海外から密輸入されているものである。１２年中の薬物の密輸入に係る大量押収

事件（一度に１キログラム（コカインは５００グラム）以上を押収した事件をいう。）は７４件で，

前年に比べ１４件（１５．９％）減少した。このうち仕出国（積出地）が明らかな大量押収事件は

７２件で，これらの事件における主な仕出国（積出地）を薬物の種類別にみると，覚せい剤は

中国，北朝鮮，乾燥大麻はタイ，インドネシア，大麻樹脂はタイ，ドイツ，コカインはコロ

ンビア，ボリビア，ヘロインは中国（香港），タイ，あへんはロシア，タイとなっている。

密輸入の方法としては，船舶貨物，航空貨物等への偽装隠匿や身体への巻き付け，手荷物

等への隠匿が目立っている。

警察では，薬物の流入を阻止するため，関係機関との連携による水際対策の強化，仕出国

（積出地）等関係諸国の取締り機関との連携の強化等を図り，薬物の密輸ルート及び密輸・

密売組織の壊滅に向けた取締りを強力に推進している。１２年中は，過去最高の覚せい剤押収

量を記録した１１年に引き続き，大型の覚せい剤密輸入事件を相次いで摘発し，史上２番目の

押収量を記録した（第２章第２節２（１）参照）。

（５） 被疑者の国外逃亡事案

犯罪を引き起こした後，国外に逃亡する者の数は，平成１２年末現在，５１７人で，警察庁が

調査を始めた昭和５２年以降最も多い（図８－４）。

平成１２年末現在の日本人を含む国外逃亡被疑者のうち出国年月日が判明している１７２人に

ついて，その犯行から出国までの期間をみると，犯行当日に出国した者が３人，犯行翌日に

出国した者が１６人おり，犯行から１０日以内の短期間のうちに６０人の者が出国している。

警察では，被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合は，港や空港に手配するなどしてそ

の出国前の検挙に努めており，出国した場合でも，関係国の捜査機関等の協力を得ながら，

被疑者の所在を確認し，また，国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）に対し，国際手配書の発行を

請求するなど，被疑者の発見及び検挙に努めている。
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日本人の逃亡被疑者が発見されたときは，逃亡先国において不法滞在等により身柄拘束さ

れ，強制退去処分に付された被疑者の身柄を公海上の航空機内において引き取るなど，逃亡

犯罪人引渡しに関する条約又は相手国の国内法に基づく国外退去処分等により，その者の身

柄の引取りを行っている。１２年中には，１０人の身柄の引取りを行った。

［事例］ フィリピンへ逃亡した強盗被疑者（５４）について，同国に対して協力要請を行っ

た結果，１２年６月，国外退去処分に付された同人を，公海上の航空機内において逮捕し

た（警視庁）。

（６） 国際捜査力の強化

ア 総合的取組み体制の確立

近年急増している来日外国人犯罪の捜査については，外国語の問題を始めとして日本人に

よる犯罪の捜査とは種々異なる点が認められるところである。また，来日外国人犯罪者は同

一の個人又はグループで多種多様な犯罪を引き起こしていることから，同時に多方面にわた

る専門捜査員が共同して捜査に当たる必要がある。

警察では，平成１１年，警察庁に「国際化対策委員会」を設置し，各都道府県警察にも同様

の組織を置いて，組織の総力を挙げて来日外国人犯罪対策を推進している。

イ 国際捜査官の育成

来日外国人犯罪の捜査に従事する警察官には，外国語はもとより，出入国管理，国際捜査

共助，刑事手続等に関する条約その他の内外の法制等，極めて幅広い分野に関する特別の知

識が要求されることから，警察では，従来から部内又は部外委託により語学研修を行うとと

もに，国際捜査実務に関する研修を行ってきた。警察庁では，警察大学校国際捜査研修所に

おいて，国際捜査に関する実務研修，北京語，韓国語等アジア諸国の言語を中心とした語学

教育，海外研修等を実施している。１２年度中には，警察庁から米国等に計１０３人の青年警察

図８－４ 国外逃亡被疑者の人員の推移（昭和５２～平成１２年）
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官を派遣したほか，計４３人の国際捜査官を中国，韓国等に派遣した。また，都道府県警察に

おいても，国際捜査に従事する捜査員に対する教育や，通訳担当者も参加する実務的な語学

研修等を実施するとともに，６年度からは，特に高い語学能力を備えた者を特別に採用し，

国際捜査力の確保に努めている。

ウ 通訳体制の整備

近年，アジア諸国出身者を中心とする来日外国人犯罪の増加に伴い，アジア諸国の言語等

の通訳人の需要が急増している。都道府県警察においては，高い語学能力を備えた者を警察

職員として採用し，取調べにおける通訳等に当たらせているが，警察部内でそのすべてに対

応することは困難であり，通訳の一部を部外の通訳人に依頼して対応している。これらの部

外通訳人に対しては，刑事手続等の理解が深められるよう，「通訳ハンドブック」等を配布

したり，各種研修会等を開催している。また，通訳人の運用に当たっては，夜間等に突発的

に発生する事件に迅速に対応するなどの必要があるため，都道府県警察及び管区警察局に通

訳センターを設置するなどして，その体制の整備に努めている。

なお，被疑者に対しては，刑事手続の流れ等について各国語の対訳を作成し，適宜被疑者

に提示しながら通訳人を介して説明するなど，被疑者の権利内容等の理解の徹底を図ってい

る。

（７） 関係行政機関及び地域住民との連携

来日外国人問題は，総合的な観点からの対策を必要とする問題であり，各関係行政機関や

地域住民との連携が不可欠である。

警察では，法務省，労働省，地方公共団体等の関係機関・団体との情報交換を積極的に行

い，行政全体として総合的な対策が講じられるように様々な形で働き掛けを行っている。１２

年３月には，警察庁，法務省及び労働省の担当局長によって構成される「不法就労外国人対

策等関係局長連絡会議」が開催され，不法就労等外国人対策について，緊密な情報交換，合

同摘発の強化等に取り組むことを合意し，これに基づき，入国管理局との合同摘発を推進す

るとともに労働基準監督機関との連携を強化している。

また，６月には，政府の「外国人労働者問題啓発月間」に合わせて「来日外国人犯罪対策

及び不法滞在・不法就労防止のための活動強化月間」を実施した。

さらに，都道府県警察では，漁協関係者等との海上合同パトロールを実施するなど，各種

協議会等を通じた地域住民との協力活動を推進している。

（８） 国際捜査協力の強化

ア 外国捜査機関との協力

国際犯罪の増加に伴って，外国捜査機関に対する各種照会や証拠資料の収集の依頼等を行

うことが一層重要となり，従来に増してＩＣＰＯルートや外交ルート等による外国捜査機関
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との情報交換を始めとした相互協力の必要性が高まっている。

過去１０年間に警察庁が行った国際犯罪に関する情報の発信・受信の状況は，表８－８のと

おりである。また，外国からの要請に基づき捜査共助を実施した件数及び外国に対して捜査

共助を要請した件数は，表８－９，表８－１０のとおりであり，いずれも増加傾向にある。そ

の大半はＩＣＰＯルートによるものである。

イ 国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ－Interpol）との協力

ＩＣＰＯは，国際犯罪捜査に関する情報交換，犯人逮捕と引渡しに関する円滑な協力の確

保等の国際的な捜査協力を迅速かつ的確に行うための各国の警察機関を構成員とする国際機

関であり，２０００年（平成１２年）末現在，１７８か国・地域（注）が加盟している。

（注） アルバ及びオランダ領アンティルの２地域。

ＩＣＰＯの活動は，国際犯罪に関する情報の収集や交換のほか，逃亡犯罪人の所在確認や

身柄の確保を求める国際手配書の発行，各種国際会議の開催等多岐にわたっている。また，

犯罪情報システムや通信網の拡充を図るとともに，加盟国の国家中央事務局（ＮＣＢ）に対

して２４時間体制を確保するよう要請し，情報連絡網の体制整備に努めている。

警察庁は，ＩＣＰＯの国家中央事務局として捜査協力を積極的に実施するとともに，事務

表８－８ 国際犯罪に関する情報の発信・受信状況（平成３～１２年）

表８－９ 外国からの要請に基づき捜査共助を実施した件数の推移（平成３～１２年）

表８－１０ 外国に対して捜査共助を要請した件数の推移（平成３～１２年）

年次
区分 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

総数（件）７，７７３ ８，０６７ ９，０７３ ８，７０３ ８，８７７ ８，２２８ ９，３４７１０，５２６１１，８４４１５，５６８

警察庁からの発信数 １，５１１ １，６６１ １，８９４ １，６０５ １，７２７ １，９０２ １，９３８ ２，１４７ ２，１２３ ２，４６８

警察庁の受信数 ５，２０６ ５，３５９ ６，０６９ ５，７７８ ６，１０１ ５，４７３ ６，５３８ ７，４１６ ８，８４６１１，８１５

国際手配書の受理数 １，０５６ １，０４７ １，１１０ １，３２０ １，０４９ ８５３ ８７１ ９６３ ８７５ １，２８５

年次
区分 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

ＩＣＰＯルート（件） ６２８ ７８５ ６７３ ６８７ ７１６ ８８６ ７８８ ９４４ １，０９０ １，３４６

外交ルート １ ７ ６ ９ １０ １６ ９ １０ １１ ９

年次
区分 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

ＩＣＰＯルート（件） ４４１ ３６４ ３１８ ２９６ ２９３ ２９５ ２８８ ４５１ ４９４ ７１９

外交ルート ６ ６ ７ ５ ３ ６ １０ １２ ９ １３
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注：　2001年（平成13年）4月現在，地理的配分の調整を図るため，副総裁4人，執行委員8人�
　　となっている。�

総　　　会�

執行委員会�

事 務 総 長 �

法規・調査局� 情報システム局� 地域調整局�総　務　局�

総　務　課�

会　計　課�

保　安　課�

文書作成課�

一般犯罪課�

経済犯罪課�

犯罪記録課�

麻　薬　課�

法規第一課�

法規第二課�

地域調整課�

ヨーロッパ連絡班�

準地域事務局�
ブエノスアイレス�

準地域事務局�
アビジャン�

準地域事務局�
ハラレ�

準地域事務局�
ナイロビ�

一般資料課�

研究・開発課�

情報システム管理課�

犯罪情報局�

総 　 裁 �１人�
副 総 裁 �３人�
執行委員�９人�

178加盟国・地域�

事 務 総 局 �

加盟各国の国家中央事務局�（NCB）�

総局への警察職員の派遣，分担金の拠出，通信技術の提供等，ＩＣＰＯに対する各種貢献を

積極的に行っている。

また，１９９６年（平成８年）から２０００年（１２年）１１月までの間，警察庁国際部長（当時）が

第１５代ＩＣＰＯ総裁として総会を主宰し，長期的方針，予算の決定における調整を行うなど

運営を主導した。

ウ 国際社会における国際犯罪対策への取組み

国境を越えて引き起こされる国際犯罪に対処するためには，国際的な捜査協力が不可欠で

あることから，近年，サミット等の国際協議の場においても国際犯罪対策が重要なテーマと

なっている。

警察では，犯罪の国際化に伴い，その防止，捜査及び検挙に向けて関係諸国との協議を行

っている。１２年中に警察職員が出席した主な国際会議は，表８－１１のとおりである。

（ア） サミット等における取組み

１９９５年（平成７年）に開催されたハリファクス・サミットにおいて設置が決定された「国

際組織犯罪対策上級専門家会合（リヨン・グループ）」は，国際組織犯罪対策のための国際

協力の枠組みづくりを進めており，現在までに「国際組織犯罪と闘うための４０の勧告」を策

定したほか，ハイテク犯罪を始めとする各種犯罪分野において刑事法制や法執行協力の在り

図８－５ ＩＣＰＯの組織の概要
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表８－１１ 警察職員が出席した主な国際会議（平成１２年）

月 日 会 議 名

１．１７～２８
２．１～３
２．７～９
２．２１～３．３
３．１～２

３．１３～１６
３．１６～２１
３．２１～２３
３．２９～３１
４．１０～１７
４．１８～２０
５．２
５．３～４
５．１５～１７
５．２２～２４
５．２４～２５
５．３１～６．２
６．５～１６
６．１９～２２
６．２１～２２
７．１７～２８
９．１８～１９
１０．２～２８
１０．４～５
１０．４～６
１０．１１～１２
１０．１７～１８
１０．２１～２４
１０．２４～２６
１０．３０～１１．３
１１．１４～１６
１１．１６～１７
１１．３０～１２．１
１２．５～７
１２．６～７
１２．６～７
１２．１２～１５
１２．１２～１５

国連国際組織犯罪条約特別委員会第７回会合（オーストリア）
ＦＡＴＦ（金融活動作業部会）全体会合（フランス）
Ｇ８国際組織犯罪対策上級専門家会合（東京）
国連国際組織犯罪条約特別委員会第８回会合（オーストリア）
ＡＰＧ（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）犯罪類型分析専門家
会合（タイ）
ＩＣＰＯ情報技術に関する常設委員会会議（フランス）
日米捜査・司法共助条約（ＭＬＡＴ交渉）（米国）
ＮＣＩＳ第３回犯罪情報分析官国際会議（英国）
ＩＣＰＯ連絡担当官会議（タイ）
第１０回国連犯罪防止会議（オーストリア）
第９回国連犯罪刑事司法委員会（オーストリア）
Ｇ８支払いカード犯罪作業部会会合（フランス）
第３回ＩＣＰＯ偽造支払いカード会合（フランス）
Ｇ８ハイテク犯罪対策政府・産業界合同会合（フランス）
Ｇ８国際組織犯罪対策上級専門家会合（京都）
ＦＡＴＦ非協力国会合（フランス）
ＡＰＧ全体会合（オーストラリア）
国連国際組織犯罪条約特別委員会第９回会合（オーストリア）
ＦＡＴＦ全体会合（フランス）
ＩＣＰＯ不法移民作業部会第２回会合（クロアチア）
国連国際組織犯罪条約特別委員会第１０回会合（オーストリア）
Ｇ８銃器サブグループ会合（ベルギー）
国連国際組織犯罪条約特別委員会第１１回会合（オーストリア）
ハイジャックに関するＧ８ワークショップ（英国）
ＦＡＴＦ全体会合（スペイン）
第１０回ＩＣＰＯ犯罪に起因する資産に関する会議（フランス）
第１５回ＩＣＰＯ国際テロシンポジウム（フランス）
環太平洋マネー・ローンダリング金融犯罪会議（カナダ）
Ｇ８ハイテクワークショップ会合（ドイツ）
第６９回ＩＣＰＯ総会（ギリシャ）
Ｇ８国際組織犯罪対策上級専門家会合（広島）
第２回ＩＣＰＯ中央銀行と警察のための国際会議（フランス）
ＩＣＰＯ不法移民作業部会第３回会合（フランス）
第４回ＩＣＰＯコンピュータ犯罪国際会議（フランス）
ＦＡＴＦ犯罪類型分析専門家会合（ノルウェー）
日中治安当局間協議第２回会合（東京）
国連国際組織犯罪条約署名会議（イタリア）
第５回ＩＯＣＥ国際会議（フランス）
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方等について検討を進めている。

２０００年（平成１２年）７月に開催された九州・沖縄サミットにおいては，国際犯罪及び薬物

問題が首脳会合の議題として取り上げられた。特に，ハイテク犯罪がグローバルな社会の安

全性と信頼性に対して深刻な脅威となっているとの認識の下，各国首脳は，ハッキングやコ

ンピュータ・ウィルスへの対策の必要性を強調するとともに，産業界との対話の促進を呼び

掛けた。薬物については，覚せい剤問題が首脳コミュニケに初めて特記されたほか，専門家

会合の開催を始め，国連と協調しつつＧ８間協力を進めていくことが合意された。また，マ

ネー・ローンダリングについて，ＦＡＴＦ（金融活動作業部会）が策定したマネー・ローン

ダリング対策に非協力的な国・地域への対策を支持することが表明された（（ウ）ａ参照）。

さらに，腐敗・汚職問題について，新たな国連文書の交渉開始に向けた準備を行うことが合

意され，リヨン・グループにその作業の開始が指示された。このほか，国際組織犯罪と闘う

枠組みにおける「抜け穴」を作らないよう，途上国の刑事司法制度の強化を支援する必要性

が示されるとともに，犯罪被害者対策の重要性について初めて言及された。

また，２００１年（平成１３年）２月には，ミラノにおいてＧ８司法・内務閣僚級会合が開催さ

れ，警察庁から次長が出席し，不法移民対策，テロ対策，インターネット上の児童ポルノを

含むハイテク犯罪対策，マネー・ローンダリング対策，腐敗・汚職対策等について協議が行

われ，国際協力の一層の強化・緊密化等が合意された。

（イ） 国際連合における国際組織犯罪条約策定への取組み

１９９４年（平成６年）１１月，国際組織犯罪世界閣僚会議で採択された「ナポリ政治宣言及び

世界行動計画」において，国際組織犯罪に効果的に対処するための締約国間の協力促進を目

的とした条約の検討が提唱された。これをきっかけとして，１９９８年（１０年）１２月，国連総会

において，本条約及び人の密輸（人，特に女性・児童の不正取引等），銃器の密造・不正取

引，不法移民（密入国の助長等）の３分野に関し条約を補足する議定書の策定の検討を目的

とした政府間特別委員会の設立が決議された。

同委員会における約２年にわたる審議の結果，２０００年（平成１２年）１１月，国連総会におい

て本条約及び人の密輸，不法移民の２分野に関する議定書が採択された。１２月には，イタリ

アのパレルモにおいて署名会議が開催され，我が国を含む１２４か国（ＥＵを含む。）が本条約

に署名した。銃器議定書は，２００１年（１３年）５月，国連総会で採択された。

本条約は，重大な犯罪に関する共謀やマネー・ローンダリングの犯罪化等の各国の国内法

制充実のための諸規定及び犯罪人引渡し，国際捜査共助等の国際協力の充実・強化のための

諸規定から構成されており，各国が本条約及び議定書を締結することにより，刑事司法制度

や犯罪防止のための行政措置が平準化し，組織犯罪に対し世界的な取締りの網をかぶせるこ

とができるようになるとともに，各国間の迅速な捜査・司法共助等が可能となることが期待
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される。

なお，我が国は同委員会の副議長国（９か国）の一つに選出され，条約及び各議定書の規

定を実効あるものとするため尽力した。警察庁職員も我が国代表団に参加し，特に銃器議定

書に関し，積極的に方向性の提示，各国間の調整等に努め，審議の進行に大きく貢献した。

（ウ） 金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）等における国際的マネー・ローンダリング対策

ａ ＦＡＴＦの活動

ＦＡＴＦ（Financial Action Task Force）は，１９８９年（平成元年）のアルシュ・サミット

で設置が決定されたマネー・ローンダリング対策に関する国際協力を推進するための国際フ

ォーラムであり，１３年６月末現在，我が国を含む２９か国・地域及び２国際機関が参加してい

る。ＦＡＴＦでは，法執行，刑事司法，金融の分野において各国がとるべきマネー・ローン

ダリング対策を示した「４０の勧告」を策定・公表したほか，２０００年（１２年）以降，マネー・

ローンダリング規制の「抜け穴」をふさぐため，金融機関に対する規制が不十分で国際的な

司法・捜査協力に非協力的な国・地域（注）を特定し，金融機関がこれらの国・地域との間

の取引について特別の注意を払うよう勧告している。

警察庁は，ＦＡＴＦ関連の各種会議における協議に積極的に参加するなど，その活動に貢

献している。

（注）２０００年（１２年）６月，１５の国・地域が特定され，２００１年（１３年）６月の改定により，十分な改善措置をとったと

認められた４か国・地域が除かれ，新たに６か国が追加された。現在は，クック諸島，ドミニカ，エジプト，グア

テマラ，ハンガリー，インドネシア，イスラエル，レバノン，マーシャル諸島，ミャンマー，ナウル，ナイジェリ

ア，ニウエ，フィリピン，ロシア，セントクリストファーネビス，セントビンセント・グレナディーンの１７の国・

地域が非協力的とされている。

ｂ アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ（ＡＰＧ）の活動

１９９７年（平成９年）にタイで開催されたＦＡＴF第４回アジア・太平洋マネー・ローンダ

リングシンポジウムで，域内のマネー・ローンダリング対策を推進させるため，ＡＰＧ（Asia

/Pacific Group on Money Laundering）の設置が決定され，１３年６月末現在，我が国を含む

２２か国・地域が参加している。我が国は，１９９８年（１０年）の第１回ＡＰＧ年次総会を始め，１９９９

年（１１年）にはＡＰＧ犯罪類型分析専門家会合を東京で開催するなど，その活動に貢献して

いる。

エ アジア諸国との連携の強化

我が国において活動する国際犯罪組織は，アジアの国々の中に本拠を置くものが多く，そ

の実態解明と検挙の推進には，関係各国による共同の取組みが必要である。国際組織犯罪対

策は，自国の治安問題のみならず，国際社会に対する責務でもあるという国際社会における

共通認識の下で，アジアにおける国際犯罪組織の最大の活動の場の一つである我が国も，応
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分の責任を負担し，アジアにおける国際犯罪対策の推進に貢献しているところである。

来日外国人犯罪（刑法犯）検挙人員の約半数を占める中国との間においては，１２年１２月，

東京において日中治安当局間協議第２回会合が開催され，我が国からは警察庁のほか，法務

省，公安調査庁，外務省，大蔵省，厚生省及び海上保安庁が参加して，両国間で密航，薬物，

銃器問題，その他の組織犯罪について協議し，両国の一層の協力関係の強化を図った。また，

警察では，１３年１月，アジア・太平洋国際組織犯罪対策会議を東京において開催し，我が国

を含むアジア・太平洋域内及びＧ８等の３０か国２地域並びに３国際機関から法執行機関の幹

部等約２３０人が参加して，アジア太平洋地域を中心とした総合的な国際組織犯罪対策のため

の国際協力の在り方について協議した。

このほか，１２年１０月には，韓国において開催された「北東アジア警察長四者会議」に警察

庁次長が出席し，韓国，中国及びロシアの警察の首脳と意見交換を行い，国際組織犯罪対策

のための情報交換や捜査協力を進めることなどの面で認識を共にするなど，アジア諸国との

連携を強化している。

２ 国際化への対応

（１） 来日外国人との共生の推進

来日外国人は，生活習慣の相違等から，地域住民とのコミュニケーションが希薄になりや

すく，地域の安全に関する情報を入手し難い立場に置かれており，また，日本人住民との間

では，日常生活上の種々のトラブルが発生しやすい。警察では，来日外国人向けの防犯教室

の開催，外国語の防犯パンフレットの配布等により，生活の安全に関するアドバイスを実施

しているほか，来日外国人のための相談窓口を設置し，日常生活における不安の解消に努め

るとともに，地域住民との交流を深めるためのイベントの開催等により，相互理解と信頼関

係の構築に努めている。このほか，来日外国人を雇用し，又は研修生として受け入れている

企業等が各地で結成している連絡協議会と連携して，外国人従業員や研修生に対し，事件事

故等の被害に遭わないためのアドバイスを行うなど各種保護活動を展開している。

［事例１］ 愛知県警察では，ブラジル人を中心とした約３，０００人の来日外国人が集中居住

し，生活習慣や言語の違いから日本人居住者との間で日常生活上及び治安上様々なトラ

ブルが発生していた保見団地に，１２年９月，「保見団地共生プロジェクト本部」を発足さ

せた。同本部は，警察官１６人を専従で配置した「コア（核）チーム」を設置して２４時間

体制で団地内を巡回し，相談に応じるなど，来日ブラジル人と日本人が共生できる環境

構築に向けた地域安全対策を図っている。

［事例２］ 北海道警察では，警察本部相談センターの入口に４か国語で案内板を掲出し，

外国人からの相談等を積極的に受け入れるとともに，英語版ホームページを開設し，電
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子メールによる相談等も受け付けているほか，「外国人旅行者の安全について考えるフォ

ーラム」を開催し，外国人旅行者に必要な情報とその提供手段等について討論した。さ

らに，大学，研究機関等に働き掛け，「札幌市東部地区外国人留学生等支援連絡協議会」

を設立し，外国人留学生等の安全指導の推進を図っている。

（２） 海外における邦人の安全対策

近年，世界各地で，過激な民族独立運動や急進的な宗教思想を指導原理としたテロが発生

しているが，我が国企業の海外展開の広がりや邦人の海外旅行の増加に伴い，海外駐在員，

邦人観光客等がテロの被害に遭う危険性が高まっている。

こうした情勢を踏まえ，警察庁は，各国治安機関との連携を密にして，世界各国のテロ情

勢等治安に関する情報交換を行い，その結果を随時外務省に提供して邦人の海外における安

全対策に貢献している。なかでも，１９９７年（平成９年）１１月にエジプトで邦人観光客等が襲

撃されたルクソール事件や１９９９年（１１年）８月に発生したキルギスにおける邦人誘拐事件の

際には，在ペルー日本国大使公邸占拠事件の経験を踏まえ，解決に向けて関係機関と連携し，

各国治安機関からの情報収集を積極的に行った。

また，（財）公共政策調査会等が１２年１０月にメキシコ市で開催した「第８回海外安全対策

会議」には，警察から担当官を講師として派遣して，近年の国際テロ情勢，現地に工場等を

設置する際の注意点，危機管理対策等について講演を行った。同会議には，日系企業の代表

者や総務責任者，さらに駐在員家族等１００人以上が出席し，活発な質疑応答が行われ，安全

対策に関する在留邦人の関心の高さがうかがわれた。

３ 国際協力への取組み

（１） 外国警察に対する技術協力

ア 警察活動に関するセミナー等の実施

我が国警察の有する警察運営，交番制度，捜査手法，犯罪鑑識等の技術，ノウハウに対し

ては，世界各国から高い関心が寄せられているところであり，開発途上国から，これらの各

分野での技術協力が強く求められている。

警察では，これらの要望にこたえるため，各種の分野において独自に又はＪＩＣＡとの共

催によりセミナーを開催し，積極的な技術移転を進めている。平成１２年中に実施した主なセ

ミナーは，表８－１２のとおりである。特に，２月，３月には，要望が強かった偽造通貨の鑑

識技術移転のため，偽造通貨の鑑定法の習熟等を目的とした「偽造通貨に関する国際法科学

セミナー」を開催した。

イ 専門家の派遣

開発途上国への技術協力に当たっては，相手国の担当者を我が国に招いて指導を行うだけ
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表８－１２ 警察が開催した主な国際セミナー・研修（平成１２年）

月 日 内 容

１．１０～２．６

２．３～２．２４

２．８～２．２７

２．２９～３．１８

４．５～４．３０

５．３０～６．１８

８．２８～９．１６

９．１０～９．２４

１０．２～１０．２０

１０．９～１０．２９

１０．１２～１１．１

１０．３１～１２．３

１１．２３～１２．１７

国際鑑識セミナー
８か国８人の上級警察幹部を招き，我が国の鑑識活動に関係する講義，実習を通じ，
指紋の採取方法や法医学の鑑定方法についての研修を実施した。
上級捜査幹部セミナー（東欧諸国）
東欧諸国７か国の上級警察幹部７人を招き，２１世紀の警察の課題をテーマとして我
が国の警察制度，捜査手続，組織犯罪対策等について研修を実施した。
国際捜査共助セミナー
１４か国１４人の国際捜査共助担当者を招き，捜査共助の活性化及び適正化のために講
義，討論を実施した。
偽造通貨に関する国際法科学セミナー
６か国６人の担当研究官を招き，偽造通貨の鑑定法の習熟を目的とした研修，情報
交換を実施した。
国際捜査セミナーⅡ
８か国８人の警察捜査指揮責任者を招き，我が国の警察組織，捜査手法及び捜査・
鑑識資機材の研修を実施するとともに，犯罪捜査に関する具体的な捜査手法について
討論を実施した。
国際警察トップリーダーズセミナー
６か国６人の上級警察幹部を招き，我が国の地域警察活動，捜査技術等に関する研
修を実施した。
南アフリカ警察行政セミナー
南アフリカの警察幹部６人を招き，我が国警察の組織・人事管理，地域警察の運営
状況等に関する研修を実施した。
国際テロ事件捜査セミナー
９か国１０人の治安機関国際テロ担当者を招き，国際テロ対策等について講義，討論
を実施した。
薬物犯罪取締セミナーⅡ
アジア・中南米等１７か国１７人の薬物犯罪対策法執行機関の責任者を招き，捜査技術
等の研修を実施した。
上級警察幹部研修（中南米諸国）
中南米地域９か国９人の上級警察幹部を招き，我が国の警察制度，科学警察等に関
する研修を実施するとともに，現地の治安情勢，組織犯罪対策等について意見交換を
実施した。
ブラジル公共保安セミナー
ブラジルの上級警察幹部６人を招き，我が国警察組織，教育制度，地域警察，各種
犯罪対策等警察行政全般についての研修を実施した。
交通警察行政研修
１１か国１１人の上級警察幹部を招き，我が国の交通事情等交通警察分野における知識
と技能向上のための研修を実施した。
ベトナム警察行政セミナー
ベトナムの上級警察幹部５人を招き，我が国警察の概要，地域警察活動，警察政策
の立案，国際捜査協力等に関する研修を実施した。
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でなく，現地において協力を行うことも重要である。１２年には，表８－１３のとおり，ＪＩＣ

Ａからの依頼により鑑識専門家をフィリピン，モンゴル，パキスタン等のアジア地域をはじ

め中南米等にも派遣し，指紋鑑識や写真鑑識等の技術指導を実施したほか，交番制度，交通

管制に関する専門家を派遣し，技術協力を推進した。このほか，地球規模の問題として援助

の必要性の高まっている薬物対策のため，ミャンマー，カンボジア，タイ等へ専門家を派遣

し，薬物鑑定・鑑識及び薬物分析や薬物犯罪の取締りの技術指導を実施している。

表８－１３ 警察がＪＩＣＡからの依頼により実施した主な専門家の派遣（平成１２年）

表８－１４ 警察がこれまでに行った国際緊急援助活動

注： （ ）内は，警察からの派遣人数を内数で示す。

月 日 派 遣 先 国 内 容

平１２．１．２０～１３．４．１９ タ イ 道路交通管制に関する専門家派遣

１２．１．２６～１２．２．２４ ミャンマー 薬物対策に関する専門家派遣

１２．２．２７～１２．３．１０ エルサルバドル 科学犯罪捜査（鑑識）に関する専門家派遣

１２．４．４～１４．４．３ フィリピン 警察科学捜査（鑑識）に関する専門家派遣

１２．５．２４～１４．３．２５ ラ オ ス 道路交通安全技術に関する専門家派遣

１２．６．５～１２．７．１７ インドネシア 警察改革支援に関する専門家派遣

１２．８．２３～１２．９．２２ モ ン ゴ ル 鑑識技術に関する専門家派遣

１２．８．３１～１２．９．４ シンガポール 交番制度に関する専門家派遣

１２．９．４～１４．９．３ カンボジア 薬物対策に関する専門家派遣

１２．１０．３０～１２．１１．２７ パキスタン 鑑識技術に関する専門家派遣

１２．１１．１～１２．１１．１４ ブ ラ ジ ル 地域警察整備に関する専門家派遣

１２．１１．６～１２．１１．１７ ベ ト ナ ム 交通安全教育に関する専門家派遣

国・地域 災 害 派 遣 期 間 派遣人数（人）

イ ラ ン 地 震 平成２年６月２２日～７月２日 １６（６）

フィリピン 地 震 ２年７月１８日～７月２６日 ２６（１１）

マレーシア ビル倒壊 ５年１２月１３日～１２月２０日 ２４（１１）

エ ジ プ ト ビル倒壊 ８年１０月３０日～１１月６日 ２４（９）

コロンビア 地 震 １１年１月２６日～２月４日 ３７（１５）

台 湾 地 震 １１年９月２１日～９月２８日 １１０（４５）

第８章 国際化社会と警察活動
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（２） 国際緊急援助隊への貢献

警察では，海外の地域における大規模な災害の発生に際し，国際緊急援助隊の派遣に関す

る法律に基づき，同法の施行（昭和６２年）以降平成１２年までの間に，表８－１４のとおり国際

緊急援助活動を行っており，また平素から，迅速かつ効果的な救助活動を行うため，携行資

機材の整備，習熟訓練，救出・救護訓練，リーダー研修等を実施している。

国際緊急援助隊の機材習熟訓練
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